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社会保障・税一体改革は、社会保障の機能強化とともに、国・地方を通じた安定的な社会

保障財源を確保するものであり、国と地方が協力して推進すべき改革である。 

この改革を、国と地方が一体となって着実に推進していくためには、社会保障における地

方が果たしている役割について、国と地方の真摯な協議により、認識を共有しておく必要が

ある。 

今後、地方単独事業を含めた社会保障の全体像及び費用推計の総合的な整理を行うにあた

り、以下の点を十分考慮することを求める。 

 

1．  現物サービスの提供を担う地方自治体の役割を踏まえ、住民の視点に立って、現実

に合理的なニーズがあるか否かに基づいて協議を行うこと。 

その際、国制度との関連度合いや、統計上の形式的な整理ではなく、社会保障サー

ビスを総合的に判断すること。 

 

2．  具体的には、次のような住民ニーズの強い社会保障サービスとなっている地方単独

事業については、税収配分の基礎に含めること。 

○ 地方が担う住民に対する現物サービスそのものである保健師、保育士、児童福祉司

等のマンパワーに係る人件費 

○ 予防接種、各種健診・検診などの予防医療や、高齢者の措置費、日常生活支援など

の介護予防、幼児教育・保育など、医療や介護、少子化施策の一環として一体的に

評価すべきもの 

○ 地域の住民ニーズに対応するため実施せざるを得ない乳幼児・障害児（者）医療費

助成や保育料の負担軽減、高齢者や低所得者が多いなど構造的な問題を抱えている

国民健康保険の保険料軽減、地方公営企業法が想定している地域医療維持のための

公立病院に対する負担など、法令等により義務付けられているものや住民生活に必

要なものとして全国的に実施しているもの         など           

 

3．  これら地方が社会保障において果たしている大きな役割を踏まえ、地方単独事業を

含めて社会保障サービスを持続的に提供できるよう、偏在性の小さい地方消費税の充

実など安定的な財源確保を図ること。 


